
別記様式第２（第 18 条関係） 

令和 7 年度 上期放射線管理等報告書 

                                                                 ２５京大施環化第５９号   

                                                                   令和７年１１月５日 

 原子力規制委員会 殿 

 

住 所 京都府京都市左京区吉田本町 36 番地 1                

氏 名 国立大学法人京都大学学長 湊 長博    

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 67 条第１項及び試験研究の用に供す

る原子炉等の設置、運転等に関する規則第 18 条第１項の規定により次のとおり報告します。 

 

工場又は事業所 

名  称 京都大学複合原子力科学研究所 

所 在 地 大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010 

１ 放射性廃棄物の廃棄の状況 

⑴  気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度（注１） 

① 放射性物質の種類別の年間放出量 

 

種 類 

 

測定の箇所等 

全希ガス 
131Ｉ 133Ｉ 

全粒子状 

物質 

3Ｈ 
41Ａr 

排
気
監
視
設

備 

排

気

口

又

は 

 
KUR 
 

      

  

KUCA  

      

合 計       

年間放出管理目標値      
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② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値 

（単位：㏃／㎤） 

濃 度 

測定の箇所 

前半の３月間 

(令和 7 年 4 月～ 6 月）   

後半の３月間 

（令和 7 年 7 月～ 9 月） 

平 均 値 最高値(注２) 平 均 値 最高値(注２) 

排

気

口

又

は
排
気
監
視
設
備 

ＫＵＲｽﾀｯｸ 

揮発性物質 
１３１Ｉ <7.0×10－９Bq/cm3 同  左 <7.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 １３３Ｉ <7.0×10－８Bq/cm3 同  左 <7.0×10－８Bq/cm3 同  左 

同  上 ３Ｈ <4.0×10－５Bq/cm3 同  左 <4.0×10－５Bq/cm3 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ粒子

状γ放出核種 
５４Ｍn <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 ６０Ｃo <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 １３７Ｃs <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 

その他の 

γ線放出核

種 <1.0×10－８Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ 

全α放射能 全α <7.7×10－１０Bq/cm3 同  左 <4.0×10－１０Bq/cm3 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ 

全β放射能 全β <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ ※ 

気体状放出核種 
４１Ａr <2.0×10－３Bq/cm3 同  左 5.2×10－３Bq/cm3 同  左 

ＫＵＣＡｽﾀｯｸ 

揮発性物質 
１３１Ｉ <7.0×10－９Bq/cm3 同  左 <7.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 
１３３Ｉ <7.0×10－８Bq/cm3 同  左 <7.0×10－８Bq/cm3 同  左 

同  上 
３Ｈ <4.0×10－５Bq/cm3 同  左 <4.0×10－５Bq/cm3 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ粒子状

γ放出核種 
５４Ｍn <4.0×10－９Bq/cm3 同    左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 
６０Ｃo <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 
１３７Ｃs <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 
その他のγ

線放出核種 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ 

全α放射能 全α <4.0×10－１０Bq/cm3 同    左 <4.0×10－１０Bq/cm3 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ 

全β放射能 全β <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 <4.0×10－９Bq/cm3 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ ※ 

気体状放出核種 
４１Ａr <1.3×10－２Bq/cm3 同  左 <1.3×10－２Bq/cm3 同  左 

※周辺監視区域以遠においては、濃度限度以下であると評価される。 

その計算方法及び結果は注釈１に示す。 



⑵ 液体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度（注１） 

① 放射性物質の種類別の年間放出量 

（単位：㏃） 

種 類 

 

測定の箇所等 

全核種 

（3Ｈを除く。） 

核 種 別 

51Ｃｒ 5４Ｍｎ 59Ｆｅ 58Ｃｏ 

排
水
監
視
設
備 

排

水

口

又

は 

KUR  
    

KUCA  
    

合 計      

年間放出管理目標値      

 （単位：㏃） 

種 類 

 

測定の箇所等 

核 種 別 

60Ｃｏ 131Ｉ 134Ｃｓ 137Ｃｓ 89Ｓｒ 90Ｓｒ 

排
水
監
視
設
備 

排

水

口

又

は 

KUR       

KUCA  
 

    

合 計       

年間放出管理目標値       

（単位：㏃） 

種 類 

 

測定の箇所等 

核 種 別 

3Ｈ アルファ線を放出する放

射性物質 

ベータ線を放出する放射

性物質 

排
水
監
視
設
備 

排

水

口

又

は 

KUR    

KUCA  
 

 

合 計    

年間放出管理目標値    

 

 

 

 



② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値 

     （単位：㏃／㎤） 

濃 度 

測定の箇所 

前半の３月間（ 4 月～ 6 月） 後半の３月間（ 7 月～ 9 月） 

平 均 値 最高値(注２) 平 均 値 最高値(注２) 

排

水

口

又

は
排
水
監
視
設
備 

放射性廃棄物処

理場監視貯留槽 
３Ｈ <2.0×10-1 Bq/cm3 3.0×10-1 Bq/cm3 3.5×10-1 Bq/cm3 3.5×10-1 Bq/cm3 

同  上 ５１Ｃr <7.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <7.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 ５４Ｍn <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 ５９Ｆe <2.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <2.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 ５８Ｃo <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 ６０Ｃo <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 １３１Ｉ <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 １３４Ｃs <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 １３７Ｃs <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 <1.0×10-2 Bq/cm3 同  左 

同  上 
その他のγ

線放出核種                         

同  上 

全α放射能 
全α <1.8×10-4 Bq/cm3 同  左 <1.8×10-4 Bq/cm3 同  左 

同 上※※ 

全βγ放射能 
全βγ <3.2×10-3 Bq/cm3 同  左 <3.2×10-3 Bq/cm3 同  左 

※※排水中の全βγ放射能は GM 検出器で測定しており、測定値に 3H は含まれない。 

 

⑶ 液体状の放射性廃棄物の保管量等（注３） 

（単位：㎥） 

施設の名称 ＫＵＲ ＫＵＣＡ 核燃料使用施設 施設合計 

放射性廃棄物 

の種類 

 量 

全種類 全種類 全種類 全種類 

前年度末保管量     

当該年度の発生量     

当該年度の減少量     

 

施設内減量     

施設外減量     

当該年度末保管量     

保管設備容量     

 



⑷ 固体状の放射性廃棄物の保管量等（注４） 

   （単位：本） 

施設の名称 ＫＵＲ 
核燃料 

使用施設 

放射性廃棄物 

の種類 

 量 

濃縮廃液

固化物 

ﾌｨﾙﾀｰ 

ｽﾗｯｼﾞ 

ｲｵﾝ交換

樹脂 
雑固体 焼却灰 金属等 雑個体 

前年度末保管量        

当該年度の発生量        

当該年度の減少量        

 

施設内減量        

施設外減量        

当該年度末保管量        

保管設備容量 1000 250 

 

施設の名称 ＫＵＣＡ 施設合計 

放射性廃棄物 

の種類 

 量 

濃縮廃液

固化物 

ﾌｨﾙﾀｰ 

ｽﾗｯｼﾞ 

ｲｵﾝ交換

樹脂 
雑固体 焼却灰 金属等  

前年度末保管量        

当該年度の発生量        

当該年度の減少量        

 
施設内減量        

施設外減量        

当該年度末保管量        

保管設備容量 1000 1000 

 

  



２ 使用済燃料の貯蔵量等 

（単位：体） 

施設の名称 ＫＵＲ ＫＵＣＡ 核燃料使用施設 合計 

使用済燃料の種類     

前年度末貯蔵量     

当該年度の発生量     

当該年度の搬出量     

搬出先の名称     

当該年度末貯蔵量     

貯蔵施設容量     

 

３ 放射線業務従事者の線量分布（注５） 

⑴  放射線業務従事者の１年間の線量分布 

線 量 

 

 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

0.1ｍＳｖ 

以下 

0.1ｍSv 

を超え 

１ｍSv 

以下 

１ｍSv 

を超え 

２ｍSv 

以下 

２ｍSv 

を超え 

５ｍSv 

以下 

５ｍSv 

を超え 

10ｍSv 

以下 

職 員      

その他      

合 計      

 

     線 量 

 

 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

10ｍSv 

を超え 

15ｍSv 

以下 

15ｍSv 

を超え 

20ｍSv 

以下 

20ｍSv 

を超え 

25ｍSv 

以下 

25ｍSv 

を超え 

30ｍSv 

以下 

30ｍSv 

を超え 

35ｍSv 

以下 

職 員      

その他      

合 計      

 

 

 

 

 

 



     線 量 

 

 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

35ｍSv 

を超え 

40ｍSv 

以下 

40ｍSv 

を超え 

45ｍSv 

以下 

45ｍSv 

を超え 

50ｍSv 

以下 

50ｍSv 

を超えるもの 
合計 

職 員      

その他      

合 計      

 

     線 量 

 

放射線 

業務従事者 

総線量 

(人・ｍSv） 

平均線量 

（ｍSv） 

最大線量 

（ｍSv） 

職 員    

その他    

合 計    

 

 

⑵ 女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を試験研究用等原子炉設置者に書

面で申し出た者を除く。）の放射線業務従事者の３月間の線量分布 

       

        線 量 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

０．１ｍＳｖ

以下 

 

 

０．１ｍＳｖ

を超え 

１ｍＳｖ以下 

 

１ｍＳｖを

超え 

２ｍＳｖ以

下 

２ｍＳｖを

超え 

５ｍＳｖ以

下 

５ｍＳｖを

超えるもの 
合計 

前半の３月間 

（ 4 月～ 6 月） 

職 員 19 0 0 0 0 19 

その他 7 0 0 0 0 7 

合 計 26 0 0 0 0 26 

後半の３月間 

（ 7 月～ 9 月） 

職 員 20 0 0 0 0 20 

その他 33 0 0 0 0 33 

合 計 53 0 0 0 0 53 

 



 

線 量 

 

放射線 

業務従事者 

総線量※ 

（人・ｍＳv） 

平均線量 

（ｍＳｖ） 

最大線量 

（ｍＳｖ） 

前半の３月間 

（4 月～6 月） 

職員 0.0 0.0 0.0 

その他 0.0 0.0 0.0 

合計 0.0 0.0  

後半の３月間 

（7 月～9 月） 

職員 0.0 0.0 0.0 

その他 0.0 0.0 0.0 

合計 0.0 0.0  

※線量の検出限界値が 0.1mSv であるため、小数点以下 1 桁までの報告とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 試験研究用等原子炉の運転時間及び熱出力（注６） 

［試験研究用等原子炉の名称： ＫＵＲ  ］ 

項 目 

 

月 別 

運 転 時 間 

（ｈ） 

熱 出 力 

平 均（㎾） 最 大（㎾） 

４月 0 ― ― 

５月 0 ― ― 

６月 29.64 777.887 5000.000 

７月 166.94 2690.548 5000.000 

８月 107.39 1455.722 5000.000 

９月 66.88 1355.862 5000.000 

合 計 370.85 1939.400 5000.000 

 

［試験研究用等原子炉の名称： ＫＵＣＡ  ］ 

項 目 

 

月 別 

運 転 時 間 

（ｈ） 

熱 出 力 

平 均（㎾） 最 大（㎾） 

４月 0 ― ― 

５月 0 ― ― 

６月 0 ― ― 

７月 0 ― ― 

８月 0 ― ― 

９月 0 ― ― 

合 計 0 ― ― 

 



注釈 1 

周辺監視区域以遠における空気中濃度評価方法 

 

１．放射性気体廃棄物の放出率は、当該の３月間における総放出量をその期間内の総放出時間数

で除した値を用いた。 

 

２．放射性気体廃棄物の大気拡散計算は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に

従った。  

 

３．放射性気体廃棄物の排気の高さは、ＫＵＲ排気口のスタックの実高長である３５ｍを用い

た。 

 

４．着目地点の平均濃度は風向が１方位内で一様に変動するとして計算した。 

 

５．当該の３月間についての風向別の風速逆数総和は、放出が行われた時間について求め、３月

間の平均濃度算出の基礎的パラメータとした。 

 

６．大気安定度は、各風向につき、ＫＵＲ排気口のスタックの風下方向の周辺監視区域以遠で空

気中濃度が最も大きくなるようなものを用いた。 

 

７．以上の要領で、スタックからの方位毎に３月間についての平均の空気中濃度を計算した。 

 

８．周辺監視区域以遠における３月間についての平均濃度は、各方位について計算された濃度の

内最大のものを用いた。 

 

    以上により計算した４１Ａｒ３月間平均濃度は、以下のとおりとなる。 

 

令和 7 年  4 月から 6 月    KUR 運転中の排気口における４１Ａｒ濃度が 2.0x10-3Bq/ 

cm3未満であり、周辺監視区域外における希釈割合 1x10-3  

を考慮すると 2.0x10-6Bq/cm3未満となり濃度限度を下回っ

ている。 

                                                   

令和 7 年  7 月から 9 月      1.6×10-7 Bq/cm3 スタックの東南東(290m) 

 

尚、ＫＵＣＡについては、排気口における４１Ａｒ濃度が 1.3x10-2Bq/cm3未満であり、周 

辺監視区域外における希釈割合 1x10-3を考慮すると 1.3x10-5Bq/cm3未満となり濃度限度 

を下回っている。 

  



注１ 「気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度」及び「液体状の放射性

廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度」について 

⑴ 「測定の箇所」は、保安規定に定められた位置とし、その箇所別に記載すること。 

⑵ 排気口又は排水口を保有するが、当該設備から気体状又は液体状の放射性物質が放出

されなかつた場合は、「放出実績なし」と記載すること。 

⑶ 記載する数値は、有効数字２桁、指数表示とすること。 

⑷ 「放射性物質の種類別の年間放出量」の算出方法及び「放射性物質の濃度」の検出限

界濃度（測定の結果、検出限界未満（ＮＤ）の場合に限る。）を注釈として欄外に記載

すること。 

⑸ １⑴①及び⑵①の表について、指定された放射性物質以外のもの（天然核種を除く。）

を検出した場合は欄を追加して記載すること。 

⑹ 「ベータ線を放出する放射性物質」については、年間放出量を集計した場合に限り報

告すること。 

注２ 保安規定に定められた期間についての平均濃度の３月間における最高値を記載すること。 

注３ 「液体状の放射性廃棄物の保管量等」について 

⑴ 蒸発濃縮及び固化して処理している場合、固化前の廃液については除くこと。 

⑵ 「施設外減量」は、埋設処分等のため施設より搬出した廃液の量を記載すること。 

⑶ 廃止措置に伴つて発生する液体状の放射性廃棄物については、括弧書（内数）で記載

すること。また、廃止措置計画により新たに液体状の放射性廃棄物の保管場所を設け管

理している場合、当該施設の名称とともに保管量等を同様に表に記載し、その旨を注釈

として欄外に記載すること。 

注４ 「固体状の放射性廃棄物の保管量等」について 

⑴ 放射性廃棄物の種類は濃縮廃液固化物、フィルタースラッジ、イオン交換樹脂、雑固

体、焼却灰、金属等に分類すること。 

⑵ 原則として、200リットルドラム缶の本数で記載すること。 

⑶ 200リットルドラム缶に入つていないものに関しては、200リットルドラム缶に換算し

た本数とし、単位を「本相当」とすること。 

⑷ ドラム缶に換算できないものに関しては、他の単位を用いて記載すること。 

⑸ 「施設外減量」は、埋設処分等のため施設より搬出した廃棄体の本数を記載すること。 

⑹ 廃止措置に伴つて発生する固体状の放射性廃棄物については、括弧書（内数）で記載

すること。併せて、解体後一時保管されている解体撤去物のうち「放射性廃棄物でない

廃棄物」であると試験研究用等原子炉設置者が判断する前の段階のもの又は「放射性物

質として扱う必要のないもの」として原子力規制委員会による確認を受ける前の段階の

ものがある場合は、別の欄を設けて記載すること。なお、上記のいずれにも「放射性廃

棄物でない廃棄物」と判断されたもの及び確認後の「放射性物質として扱う必要のない

もの」は含まない。また、廃止措置計画により新たに固体状の放射性廃棄物の保管場所

を設け管理している場合、当該施設の名称とともに保管量等を同様に表に記載し、その

旨を注釈として欄外に記載すること。 

注５ 「放射線業務従事者の線量分布」について 



⑴ 「職員」とは、試験研究用等原子炉設置者に直接雇用される放射線業務従事者又はこ

れに準ずる立場にある放射線業務従事者とすること。 

⑵ 「その他」とは、職員以外の放射線業務従事者とすること。 

⑶ 同一人が２以上の請負業者にまたがつて作業する場合は、１人として算出すること。 

⑷ 有効数字の取扱いは、「総線量」については小数点以下３桁目を四捨五入して小数点

以下２桁とし、「平均線量」については小数点以下２桁目を四捨五入して小数点以下１

桁とすること。「最大線量」については、その評価値を記載すること。 

⑸ ３⑴の「放射線業務従事者」は、女子も含むものとすること。 

注６ 「試験研究用等原子炉の運転時間及び熱出力」について 

⑴ 試験研究用等原子炉ごとに記載し、熱出力の「合計」欄は当該期間内の平均熱出力及

び最大熱出力を記載すること。 

その他 

⑴ 測定を実施していない項目又は設備がない項目等については、「―」と記載するか当

該欄を削除すること。 

⑵ 当該試験研究用等原子炉施設以外の廃棄物がある場合であつて、当該施設と分けて管

理することができない場合には、合算値を記載し、その旨欄外に記載すること。 

⑶ 記載欄が不足した場合には、欄を追加して記載すること。 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 



別記様式第２（第 18 条関係） 

令和７年度 下期放射線管理等報告書 

                                                                 ２６京大施環化第１７号   

                                                                    令和８年４月２４日 

 原子力規制委員会 殿 

 

住 所 京都府京都市左京区吉田本町 36 番地 1                

氏 名 国立大学法人京都大学学長 湊 長博    

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 67 条第１項及び試験研究の用に供す

る原子炉等の設置、運転等に関する規則第 18 条第１項の規定により次のとおり報告します。 

 

工場又は事業所 

名  称 京都大学複合原子力科学研究所 

所 在 地 大阪府泉南郡熊取町朝代西 2-1010 

１ 放射性廃棄物の廃棄の状況 

⑴  気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度（注１） 

① 放射性物質の種類別の年間放出量 ＊1 

 

種 類 

 

測定の箇所等 

全希ガス 
131Ｉ 133Ｉ 

全粒子状 

物質 

3Ｈ 

 41Ａr 

排
気
監
視
設
備 

排

気

口

又

は 

 
KUR 
  

 

3.1×10-1 

  T B q 

 

3.1×10-1 

  T B q 

＊2 

<1.8×10-1 

Bq/sec 

＊2 

<1.8×100 

Bq/sec 

＊2 

<1.0×10-1 

Bq/sec 

＊2 

<1.0×103 

Bq/sec 

  

KUCA  

＊2 

<2.9×104 

Bq/sec 

＊2 

<2.9×104 

Bq/sec 

 

―― 

 

―― 

 

―― 

 

―― 

合 計  

3.1×10-1 

  TBq 

 

3.1×10-1 

  TBq 

＊2 

<1.8×10-1 

Bq/sec 

＊2 

<1.8×100 

Bq/sec 

＊2 

<1.0×10-1 

Bq/sec 

＊2 

<1.0×103 

Bq/sec 

年間放出管理目標値 4.0×101 TBq ―― ―― ―― ―― 

＊ １．原子炉施設及び核燃料使用施設の合算値である。 

＊ ２．検出限界値と排気流量率の積として計算により算出した。 

     KUR スタックの排気流量率は ２．５×１０７ cm3/sec． 

     KUCA スタックの排気流量率は ２．２×１０６ cm3/sec．  



② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値 

（単位：㏃／㎤） 

濃 度 

測定の箇所 

前半の３月間 

(令和 7 年 10 月～12 月）   

後半の３月間 

（令和 8 年 1 月～3 月）           

平 均 値 最高値(注２) 平 均 値 最高値(注２) 

排

気

口

又

は
排
気
監
視
設
備 

ＫＵＲｽﾀｯｸ 

揮発性物質 
１３１Ｉ <7.0×10－９ 同  左 <7.0×10－９Bq/cm3 同  左 

同  上 １３３Ｉ <7.0×10－８ 同  左 <7.0×10－８Bq/cm3 同  左 

同  上 ３Ｈ <4.0×10－５ 同  左 <4.0×10－５ 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ粒子

状γ放出核種 
５４Ｍn <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

同  上 ６０Ｃo <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

同  上 １３７Ｃs <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

同  上 

その他の 

γ線放出核

種 <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ 

全α放射能 全α <4.0×10－１０ 同  左 <4.0×10－１０ 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ 

全β放射能 全β <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

ＫＵＲｽﾀｯｸ ※ 

気体状放出核種 
４１Ａr <2.0×10－３ 9.2×10－３ <2.0×10－３ 3.1×10－３ 

ＫＵＣＡｽﾀｯｸ 

揮発性物質 
１３１Ｉ <7.0×10－９ 同  左 <7.0×10－９ 同  左 

同  上 
１３３Ｉ <7.0×10－８ 同  左 <7.0×10－８ 同  左 

同  上 
３Ｈ <4.0×10－５ 同  左 <4.0×10－５ 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ粒子状

γ放出核種 
５４Ｍn <4.0×10－９ 同    左 <4.0×10－９ 同  左 

同  上 
６０Ｃo <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

同  上 
１３７Ｃs <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

同  上 
その他のγ

線放出核種 <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ 

全α放射能 全α <4.0×10－１０ 同    左 <4.0×10－１０ 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ 

全β放射能 全β <4.0×10－９ 同  左 <4.0×10－９ 同  左 

KUCAｽﾀｯｸ ※ 

気体状放出核種 
４１Ａr <1.3×10－2 同  左 <1.3×10－2 同  左 

※周辺監視区域以遠においては、濃度限度以下であると評価される。 

その計算方法及び結果は注釈１に示す。 

 



⑵ 液体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度（注１） 

① 放射性物質の種類別の年間放出量 

（単位：㏃） 

種 類 

 

測定の箇所等 

全核種 

（3Ｈを除く。） 

核 種 別 

51Ｃｒ 5４Ｍｎ 59Ｆｅ 58Ｃｏ 

排
水
監
視
設
備 

排

水

口

又

は 

KUR 
α : <1.8×10-4(Bq/cm3) 

βγ : <3.2×10-3(Bq/cm3) 

<7.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<2.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

KUCA  
    

合 計 
α : <1.8×10-4(Bq/cm3) 

βγ : <3.2×10-3(Bq/cm3) 

<7.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<2.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

年間放出管理目標値      

 （単位：㏃） 

種 類 

 

測定の箇所等 

核 種 別 

60Ｃｏ 131Ｉ 134Ｃｓ 137Ｃｓ 89Ｓｒ 90Ｓｒ 

排
水
監
視
設
備 

排

水

口

又

は 

KUR 
<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 
― ― 

KUCA     ― ― 

合 計 
<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 

<1.0×10-2 

(Bq/cm3) 
― ― 

年間放出管理目標値       

（単位：㏃） 

種 類 

 

測定の箇所等 

核 種 別 

3Ｈ アルファ線を放出する放

射性物質 

ベータ線を放出する放射

性物質 

排
水
監
視
設
備 

排

水

口

又

は 

KUR <1.8×10-4(Bq/cm3) <3.2×10-3(Bq/cm3) 5.9×107 (Bq) 

KUCA    

合 計 <1.8×10-4(Bq/cm3) <3.2×10-3(Bq/cm3) 5.9×107 (Bq) 

年間放出管理目標値    

 

 

 



② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値 

     （単位：㏃／㎤） 

濃 度 

測定の箇所 

前半の３月間（10 月～12 月） 後半の３月間（1 月～3 月） 

平 均 値 最高値(注２) 平 均 値 最高値(注２) 

排

水

口

又

は
排
水
監
視
設
備 

放射性廃棄物処

理場監視貯留槽 
３Ｈ <2.0×10－1 同  左  3.4×10－1 同  左 

同  上 ５１Ｃr <7.0×10－２ 同  左 <7.0×10－２ 同  左 

同  上 ５４Ｍn <1.0×10－２ 同  左 <1.0×10－２ 同  左 

同  上 ５９Ｆe <2.0×10－２ 同  左 <2.0×10－２ 同  左 

同  上 ５８Ｃo <1.0×10－２ 同  左 <1.0×10－２ 同  左 

同  上 ６０Ｃo <1.0×10－２ 同  左 <1.0×10－２ 同  左 

同  上 １３１Ｉ <1.0×10－２ 同  左 <1.0×10－２ 同  左 

同  上 １３４Ｃs <1.0×10－２ 同  左 <1.0×10－２ 同  左 

同  上 １３７Ｃs <1.0×10－２ 同  左 <1.0×10－２ 同  左 

同  上 
その他のγ

線放出核種                         

同  上 

全α放射能 
全α <1.8×10－４ 同  左 <1.8×10－４ 同  左 

同 上※※ 

全βγ放射能 
全βγ <3.2×10－３ 同  左 <3.2×10－３ 同  左 

※※排水中の全βγ放射能は GM 検出器で測定しており、測定値に 3H は含まれない。 

 

⑶ 液体状の放射性廃棄物の保管量等（注３） 
（単位：㎥） 

施設の名称 ＫＵＲ ＫＵＣＡ 核燃料使用施設 施設合計 

放射性廃棄物 

の種類 

 量 

全種類 全種類 全種類 全種類 

前年度末保管量 0 0 0 0 

当該年度の発生量 0 0 0 0 

当該年度の減少量 0 0 0 0 

 

施設内減量 0 0 0 0 

施設外減量 0 0 0 0 

当該年度末保管量 0 0 0 0 

保管設備容量 0 0 0 0 

 



⑷ 固体状の放射性廃棄物の保管量等（注４） 
   （単位：本） 

施設の名称 ＫＵＲ 
核燃料 

使用施設 

放射性廃棄物 

の種類 

 量 

濃縮廃液

固化物 

ﾌｨﾙﾀｰ 

ｽﾗｯｼﾞ 

ｲｵﾝ交換

樹脂 
雑固体 焼却灰 金属等 雑個体 

前年度末保管量 0 31 34 88 0 38 3 

当該年度の発生量 0 0 33 6 0 0 0 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 0 0 

 

施設内減量 0 0 0 0 0 0 0 

施設外減量 0 0 0 0 0 0 0 

当該年度末保管量 0 31 67 94 0 38 3 

保管設備容量 1000 250 

 

施設の名称 ＫＵＣＡ 施設合計 

放射性廃棄物 

の種類 

 量 

濃縮廃液

固化物 

ﾌｨﾙﾀｰ 

ｽﾗｯｼﾞ 

ｲｵﾝ交換

樹脂 
雑固体 焼却灰 金属等  

前年度末保管量 0 6 1 6 0 5 212 

当該年度の発生量 0 20 0 0 0 0 59 

当該年度の減少量 0 0 0 0 0 0 0 

 
施設内減量 0 0 0 0 0 0 0 

施設外減量 0 0 0 0 0 0 0 

当該年度末保管量 0 26 1 6 0 5 271 

保管設備容量 1000 1000 

 

  



２ 使用済燃料の貯蔵量等 

（単位：体） 

施設の名称 ＫＵＲ ＫＵＣＡ 核燃料使用施設 合計 

使用済燃料の種類     

前年度末貯蔵量     

当該年度の発生量     

当該年度の搬出量     

搬出先の名称     

当該年度末貯蔵量     

貯蔵施設容量     

 

３ 放射線業務従事者の線量分布（注５） 

⑴  放射線業務従事者の１年間の線量分布 

線 量 

 

 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

0.1ｍＳｖ 

以下 

0.1ｍSv 

を超え 

１ｍSv 

以下 

１ｍSv 

を超え 

２ｍSv 

以下 

２ｍSv 

を超え 

５ｍSv 

以下 

５ｍSv 

を超え 

10ｍSv 

以下 

職 員 108 16 2 0 0 

その他 291 4 0 0 0 

合 計 399 20 2 0 0 

 

     線 量 

 

 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

10ｍSv 

を超え 

15ｍSv 

以下 

15ｍSv 

を超え 

20ｍSv 

以下 

20ｍSv 

を超え 

25ｍSv 

以下 

25ｍSv 

を超え 

30ｍSv 

以下 

30ｍSv 

を超え 

35ｍSv 

以下 

職 員 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 



     線 量 

 

 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

35ｍSv 

を超え 

40ｍSv 

以下 

40ｍSv 

を超え 

45ｍSv 

以下 

45ｍSv 

を超え 

50ｍSv 

以下 

50ｍSv 

を超えるもの 
合計 

職 員 0 0 0 0 126 

その他 0 0 0 0 295 

合 計 0 0 0 0 421 

 

     線 量 

 

放射線 

業務従事者 

総線量※ 

(人・ｍSv） 

平均線量 

（ｍSv） 

最大線量 

（ｍSv） 

職 員 8.4 0.1 1.5 

その他 0.6 0.0 0.2 

合 計 9.0 0.1  

※線量の検出限界値が 0.1mSv であるため、小数点以下 1 桁までの報告とする。 
 

⑵ 女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を試験研究用等原子炉設置者に書

面で申し出た者を除く。）の放射線業務従事者の３月間の線量分布 

        

        線 量 

放射線 

業務従事者 

線 量 分 布 （人） 

０．１ｍＳｖ

以下 

 

 

０．１ｍＳｖ

を超え 

１ｍＳｖ以下 

 

１ｍＳｖを

超え 

２ｍＳｖ以

下 

２ｍＳｖを

超え 

５ｍＳｖ以

下 

５ｍＳｖを

超えるもの 
合計 

前半の３月間 

（10 月～12 月） 

職 員 20 0 0 0 0 20 

その他 37 1 0 0 0 38 

合 計 57 1 0 0 0 58 

後半の３月間 

（1 月～3 月） 

職 員 20 0 0 0 0 20 

その他 38 0 0 0 0 38 

合 計 58 0 0 0 0 58 

 



 

線 量 

 

放射線 

業務従事者 

総線量※ 

（人・ｍＳv） 

平均線量 

（ｍＳｖ） 

最大線量 

（ｍＳｖ） 

前半の３月間 

（10月～12月） 

職員 0.0 0.0 0.0 

その他 0.1 0.0 0.1 

合計 0.1 0.0  

後半の３月間 

（1 月～3 月） 

職員 0.0 0.0 0.0 

その他 0.0 0.0 0.0 

合計 0.0 0.0  

※線量の検出限界値が 0.1mSv であるため、小数点以下 1 桁までの報告とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 試験研究用等原子炉の運転時間及び熱出力（注６） 

［試験研究用等原子炉の名称： ＫＵＲ  ］ 

項 目 

 

月 別 

運 転 時 間 

（ｈ） 

熱 出 力 

平 均（㎾） 最 大（㎾） 

１０月 175.82 2087.305 5000.000 

１１月 82.01 2746.129 5000.000 

１２月 104.33 1469.568 5000.000 

１月 109.74 1472.781 5000.000 

２月 107.68 1451.430 5000.000 

３月 161.10 1457.107 5000.000 

合 計 740.68 1752.677 5000.000 

 

［試験研究用等原子炉の名称： ＫＵＣＡ  ］ 

項 目 

 

月 別 

運 転 時 間 

（ｈ） 

熱 出 力 

平 均（㎾） 最 大（㎾） 

１０月 0 ― ― 

１１月 0 ― ― 

１２月 0 ― ― 

１月 0 ― ― 

２月 0 ― ― 

３月 0 ― ― 

合 計 0 ― ― 

 



注釈 1 

周辺監視区域以遠における空気中濃度評価方法 

 

１．放射性気体廃棄物の放出率は、当該の３月間における総放出量をその期間内の総放出時間数

で除した値を用いた。 

 

２．放射性気体廃棄物の大気拡散計算は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に

従った。  

 

３．放射性気体廃棄物の排気の高さは、ＫＵＲ排気口のスタックの実高長である３５ｍを用い

た。 

 

４．着目地点の平均濃度は風向が１方位内で一様に変動するとして計算した。 

 

５．当該の３月間についての風向別の風速逆数総和は、放出が行われた時間について求め、３月

間の平均濃度算出の基礎的パラメータとした。 

 

６．大気安定度は、各風向につき、ＫＵＲ排気口のスタックの風下方向の周辺監視区域以遠で空

気中濃度が最も大きくなるようなものを用いた。 

 

７．以上の要領で、スタックからの方位毎に３月間についての平均の空気中濃度を計算した。 

 

８．周辺監視区域以遠における３月間についての平均濃度は、各方位について計算された濃度の

内最大のものを用いた。 

 

    以上により計算した４１Ａｒ３月間平均濃度は、以下のとおりとなる。 

 

令和 7 年 １０月から１２月    1.9×10－7 Bq/cm3 スタックの北西（180m） 

                                                   

令和 8 年  １月から ３月      1.1×10－7 Bq/cm3 スタックの南（220m） 

 

尚、ＫＵＣＡについては、排気口における４１Ａｒ濃度が 1.3x10-2Bq/cm3未満であり、周 

辺監視区域外における希釈割合 1x10-3を考慮すると 1.3x10-5Bq/cm3未満となり濃度限度 

を下回っている。 

  



注１ 「気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度」及び「液体状の放射性

廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度」について 

⑴ 「測定の箇所」は、保安規定に定められた位置とし、その箇所別に記載すること。 

⑵ 排気口又は排水口を保有するが、当該設備から気体状又は液体状の放射性物質が放出

されなかつた場合は、「放出実績なし」と記載すること。 

⑶ 記載する数値は、有効数字２桁、指数表示とすること。 

⑷ 「放射性物質の種類別の年間放出量」の算出方法及び「放射性物質の濃度」の検出限

界濃度（測定の結果、検出限界未満（ＮＤ）の場合に限る。）を注釈として欄外に記載

すること。 

⑸ １⑴①及び⑵①の表について、指定された放射性物質以外のもの（天然核種を除く。）

を検出した場合は欄を追加して記載すること。 

⑹ 「ベータ線を放出する放射性物質」については、年間放出量を集計した場合に限り報

告すること。 

２ 保安規定に定められた期間についての平均濃度の３月間における最高値を記載すること。 

３ 「液体状の放射性廃棄物の保管量等」について 

⑴ 蒸発濃縮及び固化して処理している場合、固化前の廃液については除くこと。 

⑵ 「施設外減量」は、埋設処分等のため施設より搬出した廃液の量を記載すること。 

⑶ 廃止措置に伴つて発生する液体状の放射性廃棄物については、括弧書（内数）で記載

すること。また、廃止措置計画により新たに液体状の放射性廃棄物の保管場所を設け管

理している場合、当該施設の名称とともに保管量等を同様に表に記載し、その旨を注釈

として欄外に記載すること。 

４ 「固体状の放射性廃棄物の保管量等」について 

⑴ 放射性廃棄物の種類は濃縮廃液固化物、フィルタースラッジ、イオン交換樹脂、雑固

体、焼却灰、金属等に分類すること。 

⑵ 原則として、200リットルドラム缶の本数で記載すること。 

⑶ 200リットルドラム缶に入つていないものに関しては、200リットルドラム缶に換算し

た本数とし、単位を「本相当」とすること。 

⑷ ドラム缶に換算できないものに関しては、他の単位を用いて記載すること。 

⑸ 「施設外減量」は、埋設処分等のため施設より搬出した廃棄体の本数を記載すること。 

⑹ 廃止措置に伴つて発生する固体状の放射性廃棄物については、括弧書（内数）で記載

すること。併せて、解体後一時保管されている解体撤去物のうち「放射性廃棄物でない

廃棄物」であると試験研究用等原子炉設置者が判断する前の段階のもの又は「放射性物

質として扱う必要のないもの」として原子力規制委員会による確認を受ける前の段階の

ものがある場合は、別の欄を設けて記載すること。なお、上記のいずれにも「放射性廃

棄物でない廃棄物」と判断されたもの及び確認後の「放射性物質として扱う必要のない

もの」は含まない。また、廃止措置計画により新たに固体状の放射性廃棄物の保管場所

を設け管理している場合、当該施設の名称とともに保管量等を同様に表に記載し、その

旨を注釈として欄外に記載すること。 

５ 「放射線業務従事者の線量分布」について 



⑴ 「職員」とは、試験研究用等原子炉設置者に直接雇用される放射線業務従事者又はこ

れに準ずる立場にある放射線業務従事者とすること。 

⑵ 「その他」とは、職員以外の放射線業務従事者とすること。 

⑶ 同一人が２以上の請負業者にまたがつて作業する場合は、１人として算出すること。 

⑷ 有効数字の取扱いは、「総線量」については小数点以下３桁目を四捨五入して小数点

以下２桁とし、「平均線量」については小数点以下２桁目を四捨五入して小数点以下１

桁とすること。「最大線量」については、その評価値を記載すること。 

⑸ ３⑴の「放射線業務従事者」は、女子も含むものとすること。 

６ 「試験研究用等原子炉の運転時間及び熱出力」について 

⑴ 試験研究用等原子炉ごとに記載し、熱出力の「合計」欄は当該期間内の平均熱出力及

び最大熱出力を記載すること。 

その他 

⑴ 測定を実施していない項目又は設備がない項目等については、「―」と記載するか当

該欄を削除すること。 

⑵ 当該試験研究用等原子炉施設以外の廃棄物がある場合であつて、当該施設と分けて管

理することができない場合には、合算値を記載し、その旨欄外に記載すること。 

⑶ 記載欄が不足した場合には、欄を追加して記載すること。 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 




